第2回ワークショップ　「原子力発電とエネルギー」　追加調査

テーマ「EUの原発事情、再生可能エネルギーの成功モデル検証」作成者　新出雄亮

～EUの原発事情～

①歴史

〈1970年代～1980年代〉「原発建設ラッシュ」

しかし、チェルノブイリ原発を代表とする原発の事故が多発した
〈1990年代～2000年前半〉「脱再処理、脱原発の流れ」

· ドイツ…高速増殖炉、再処理工場の計画破綻、反原発運動の拡大

· ベルギー…再処理中止

· フランス…高速増殖炉からの撤退
近年地球温暖化問題対策などで原発が見直され、
〈2000年代後半～現在〉「一部の国では再び原発の見直しへ」
· イギリス、イタリア…廃止方針から新設計画へ転換
· ドイツ…廃止から稼働延長へ（新設は反対）

· オランダ…稼働延長

· スペイン…稼働延長
ただし、相次ぐ原発事故もあり、原発の危険性は依然大きいと思われる
②現状　（2009年8月1日時点）
· EU27ヶ国における稼働原発は144基で世界の3分の1

· 原発による発電シェアは28％

· 最大発電国はフランスでEU27ヶ国の約47％を占有

③まとめ＆意見
EUを諸国は近年原発推進傾向にある。これは大きな問題である。しかし規模の大小は問わず原発の事故は起こっている。つまり、原発が安全とは言い切れないのである。日本政府は原発推進の風潮に惑わされること無く、原発のリスクをしっかりとらえ現在の原発推進政策の方向転換をすべきである。

～再生可能エネルギーの成功モデル検証～北欧（スウェーデン、ノルウェーを例に）

①スウェーデン
「現在のエネルギーシステム」

· 原子力、水力、バイオマス（木材など生物性のエネルギー資源）が主要なエネルギー供給源。これら3つを合計すると、化石燃料とほぼ同じ比率となる 
→スウェーデンの一人あたりのエネルギー消費量は日本に比べて4割多いにも関わらず、CO2は3割少ない。･･･「エネルギーの非化石燃料化」が進んでいる
・風力発電：現在全国に計600機の風力発電所建設計画が進められている
· 地域を構成する多様なセクターが参加しながら地域主導の環境政策が進められている

→エネルギーの地方分権政策ができている

「以上のようなエネルギーシステムができた背景」

政治的背景：中央政府や全国組織のあくまで支援的、補完的な役割。財政的な支援

極めて高い自治性を持つスウェーデンのコミューンの性格

社会的背景：ローカルアジェンダ21の重視、市民の意識の高さ、環境教育

地理的背景：北欧最大の国土、石油資源なし

歴史的背景：産業革命後、豊かになる

②デンマーク　
第1次オイルショック以来、独自のエネルギー政策。石油の代替案としての原子力を拒絶し、風力やバイオマスなどの再生可能エネルギーを戦略的に導入。エネルギー消費増大なしの経済成長。 
「現在のエネルギーシステム」
· 小規模分散型エネルギー技術の導入を拡大。現在、世界第3位の風車大国。 

· 二酸化炭素税の導入 

「以上のようなエネルギーシステムができた背景」
政治的背景：現在のエネルギー政策は1973年―74年の石油危機から。エネルギーを自給するという政策転換を行った。まず石油から石炭へ切り替えに着手し、原子力発電を否定。風力発電・バイオガス発電など、新たな自然エネルギーの開発に注力する。

地理的背景：国土は北欧で最も狭く、人口も少ない。

歴史的背景：風力発電についてはすでに1897年から経験をもっており、この後の導入には有利な条件であった。
③まとめ
　「いかなる条件のもとで、いかなる要因により北欧のように再生可能エネルギーが発達するのか」
政治：　両国ともオイルショックを契機に、環境税の導入など大胆なエネルギー政策を行っている。地方政府が様々な権限を持って政策を決定し、中央政府がそれをサポートする、という構図→日本も地方分権政策の一環として環境問題に取り組むべき
社会：北欧諸国に共通する特徴として、自立的な取り組み、特にローカルアジェンダ　　　21を重視している。地方政府の役割を最も重視している 

歴史・地理：面積、人口などに共通点なし、石油産出なし 

経済：豊かな市民生活、政府のある程度の財政的余裕→日本においては財政面が課題となるか
④意見＆提案
私はこれからのエネルギー開発と経済発展には、地産地消型の地域経済圏をつくることが重要であると考える

地産地消型にすることにより、

· 地域住民ひとりひとりが当事者意識を持って環境問題等の活動に取り組める
· もの、かね、エネルギーの不必要な移動を抑制できる→資源の有効利用

· 地域固有のエネルギー開発ができる→雇用の創出になる可能性も
～その他の調査事項～
『エネルギー消費と経済成長の関係性は？』
· 以下は「豊かさとエネルギー危機」
http://www7b.biglobe.ne.jp/~sumida/Why.html
より引用↓
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　豊かさは、エネルギー消費量と関係しているだけではなく、経済活動の結果でもあります。したがって、エネルギー消費は経済活動とも深く関連しています。図はこの経済成長の指標である実質GDP*とエネルギー消費の関係を示したものです。エネルギー消費量の増加率とGDPの増加率の比をエネルギー弾性値**といい、省エネルギーの程度を見るための指標とされています。

（*：GDPは国内総生産と呼ばれ、一定期間内に国内で産み出された付加価値の総額であり、経済を総合的に把握する指標の一つです。**：エネルギー弾性値はGDPを１％押し上げる経済成長に必要なエネルギーの増加率をいいます。）

図からエネルギー消費量と経済成長はほぼ比例しています。 
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さらに、豊かさと経済活動の関係を考えるために、各国の1人当たりのエネルギー消費量と1人当たりのGDPを比較して次図に示しました｡図を見ると、ロシアがGDPの割にエネルギー消費量が多いことと、日本がGDPの割にエネルギー消費量が少ないことが目立ちます｡これはロシアは寒冷地であるために暖房エネルギーの消費が大きいこと、日本はオイルショックのときに進めた省エネルギーの影響が大きいためと考えられます｡これらを総合的に判断すると、国民所得（GDP）とエネルギー消費量はおおむね比例関係にあるといえそうです｡また、エネルギーが関連しているのは、豊かさの象徴である工業だけではなく、人口や食糧問題などあらゆる経済活動と関連しています。
３）エネルギーは紛争の種になりそうです

　世界の争いの歴史は古く、原因は宗教や民族に関わるものもありますが、典型的な例はより豊かな国を目指して他国を侵略するケースです。17世紀の植民地政策は、ヨーロッパ諸国がより豊かになるために資源と市場を確保したものといえます。第二次世界大戦は、後発で植民地を持たない日本やドイツがエネルギーや資源を確保するために先進国の中に割り込んだことによって発生した軋轢です。昔は金や胡椒や陶器や奴隷などが確保したい資源でしたが産業革命以降、人類は石炭などの化石燃料エネルギー資源が豊かさを支えるようになってからはエネルギー・資源が争いの原因になってきています。韓国との間の竹島問題やロシアとの北方領土問題は漁業資源に関係があり、中国との尖閣列島問題はまさにエネルギー資源が争いの火種になっています。

　一方、われわれ人類が消費するエネルギーは、年間100億トン超（102億トン［石油換算］2004年）にもなる膨大な量に達し、しかも石油、天然ガス、石炭などの化石燃料資源を主として利用していることが問題を生じさせています。一つには、これらの資源が地球上に偏在するため、資源を持たない国の間で奪い合う可能性が高まってきました。また、化石燃料資源の主成分は炭素、水素、酸素（その他、少量の硫黄などの不純物）で構成されていますが、エネルギーとして利用するときは、殆どの場合（約90％）燃焼を伴います｡その結果、温暖化の原因物質である炭酸ガスを大量に発生し、硫黄などの不純物は酸性雨のもとになる硫黄酸化物や窒素酸化物となって地球の自然環境を破壊する原因になっています。

　このように考えると、化石燃料以外の代替エネルギーの開発を急ぎ、とにかく自前のエネルギーの割合を増やすことは、エネルギーに関する紛争に巻き込まれる可能性を減らし、地球環境を守ることにもつながりそうです。逆に今の状態を続けると、もともと自国にないエネルギーを奪い合うのですから、資源が枯渇に近づいてくると消費量が多いほど、厳しい争いに巻き込まれることになります。
引用終わり↑

まとめ＆意見

· 予想通りエネルギーの消費の増加とともに経済は発展している。

· 自前のエネルギーを用いることによって、エネルギー資源の最適配分ができ、また将来的なエネルギー戦争に巻き込まれるリスクを軽減できる。
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